
（一般勘定）

注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針

　当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和２

年３月２６日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する

Ｑ＆Ａ」（令和２年６月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務

諸表等を作成しております。

１．運営費交付金収益の計上基準

　  業務達成基準を採用しております。

　　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につい

　ては期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物   ５年～５０年

構築物 　７年～６０年

機械装置 　７年～１５年

車両運搬具 　６年

工具器具備品 　４年～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７第１項）及び資産除去債務に対応する特

定の除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却に相当する額については、減価

償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年～５年）に

基づいております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

　　性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

 役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計

 上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込

 みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。

（３）退職給付引当金

 退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職一時金につい

 ては、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

４．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）仕掛品

個別法によっております。

（２）貯蔵品

最終仕入原価法によっております。

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

　しております。

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。



Ⅱ．貸借対照表

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

　　　当法人においては、所有する建物に係る建設リサイクル法に基づく処分費用及び不動産賃借契約

　　における賃借期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計上しております。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　所有する建物については、耐用年数を47年から50年、割引率は2.361％から2.606％を採用して

　　おります。

　　　また、不動産の賃借については、使用見込期間を15年から50年、割引率は0.268％から2.548％を

　　採用しております。

（３）当期における当該資産除去債務の総額の増減

　　　　期首残高 467,394,525 円

　　　　当期増加額 10,939,073 円

　　　　当期減少額　　　 0 円

　　　　期末残高　　　 478,333,598 円

２. 減損処理

　減損の認識

　①減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要

場　　所 用　　途 種　　類 減損前帳簿価額 減損額

ア　茨城県鹿嶋市 工作物等 構築物 332,932円 332,931円

機械設備等 附属設備 384,231円 384,230円

イ　東京都小金井市 機械設備等 附属設備 55,825円 55,824円
ウ　沖縄県国頭郡恩納村 工作物等 構築物 631,406円 631,405円

合　　計 1,404,394円 1,404,390円

　②減損の認識に到った経緯

　　上記資産について、使用が想定されていないため、減損を認識しております。

　③減損額のうち損益計算書に計上した金額及び計上しなかった金額

　　損益計算書に計上した金額 1,404,390 円

　　損益計算書に計上しなかった金額 0 円

　④回収可能サービス価額の算定方法

３. 出資を財源に取得した資産

出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額 30,287,954,300 円

Ⅲ．行政コスト計算書

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

　　行政コスト 50,963,582,777 円

　　自己収入等 △ 12,759,573,614 円

　　法人税等及び国庫納付額 △ 22,994,114 円

　　機会費用 387,936,443 円

　　独立行政法人の業務運営に関して 38,568,951,492 円

 　　国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

無償使用している財産については、減価償却費相当額を計上しております。

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

（３）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人

での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

おります。

１０年利付国債の令和３年３月末利回りを参考に 0.120% で計算しております。



Ⅳ．損益計算書

１．主要な費目の内訳

＊１．研究業務費　人件費の内訳

役員報酬 86,248,879 円

給与 5,960,634,231 円

退職手当 67,373,701 円

共済掛金 460,405,910 円

法定福利費 573,340,964 円

賞与引当金繰入 320,440,396 円

退職給付費用 176,032,147 円

＊２．その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 13,517,356,262 円

資材消耗品費 1,982,382,389 円

賃借料損料 1,557,049,886 円

＊３．通信・放送事業支援業務費

その他の業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 1,214,330,450 円

賃借料損料 25,714,368 円

＊４．国及び地方公共団体受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 4,943,109,156 円

資材消耗品費 4,805,387,883 円

賃借料損料 275,411,359 円

＊５．その他の団体受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

資材消耗品費 255,114,005 円

委託料 243,626,074 円

賃借料損料 5,506,151 円

＊６．一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 23,671,671 円

給与 890,551,888 円

共済掛金 99,632,843 円 　

法定福利費 43,349,946 円

賞与引当金繰入 75,657,999 円

退職給付費用 24,741,547 円

＊７．その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

委託料 778,333,288 円

雑費 712,436,820 円

消耗品費 60,051,263 円

＊８．雑益のうち主要な費目及び金額

個人研究助成金間接費 94,344,524 円

特許料収入 135,384,260 円

２．前期損益修正の内容

　前事業年度の経常費用の修正を前期損益修正益として計上しております。



Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　現金及び預金　　　 25,819,321,935 円

　　　定期預金　　　 0 円

　　　資金期末残高 25,819,321,935 円

２．重要な非資金取引

（１）寄附による資産の取得 82,596,255 円

（２）不要財産の現物による国庫納付による資産の減少 332,667,998 円

Ⅵ．金融商品の時価等に関する事項

１．金融商品の状況に関する事項

　　当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しております。

　　また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債及び証券取引所

　に上場されている株式会社が発行する担保付社債又は信頼のある格付機関により最高位若しくは

　それに準ずる格付けを付与された社債のみを購入しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（１）現金及び預金 25,819,321,935 円 25,819,321,935 円 0 円

（２）前渡金 19,256,200,000 円 19,256,200,000 円 0 円

（３）未収入金 11,459,182,962 円

　　　　貸倒引当金 △ 19,665,000 円

11,439,517,962 円 11,439,517,962 円 0 円

（４）未払金 18,833,984,562 円 18,833,984,562 円 0 円

（５）前受金 24,849,268,107 円 24,849,268,107 円 0 円

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

（１）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。

（２）前渡金

前渡金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。

（３）未収入金

未収入金のうち一般債権については、短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

　未収入金のうち貸倒懸念債権については、回収不能見込額に基づき貸倒見積額を算出している

ため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額に近似してお

り、当該価額をもって時価としております。

（４）未払金

未払金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。

（５）前受金

前受金は短期間で決済されるため､時価は帳簿価額にほぼ等しいことから､当該帳簿価額によっ

ております。



Ⅶ．退職給付に関する注記

１．採用している退職給付制度の概要

      当法人は、国立研究開発法人情報通信研究機構役員退職手当規程及び国立研究開発法人情報

    通信研究機構パーマネント職員退職手当規程に基づく非積立型の退職一時金制度及び国家公務

    員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給

    与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

　　用を計算しております。

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　期首における退職給付引当金 3,369,474,619円

　　　　退職給付費用 200,773,694円

　　　　退職給付の支払額 △ 366,407,881円

　　　期末における退職給付引当金 3,203,840,432円

（２）退職給付に関連する損益

　　　簡便法で計算した退職給付費用 200,773,694円

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、 30,049,282円であります。

Ⅷ.不要財産に係る国庫納付等

① 土地 構築物

② 平磯太陽観測センター

393,919,046円 801円

0円 800円

61,251,049円 0円

332,667,997円 1円

④

⑤

⑥ 0 円

⑦ 0 円

0 円

令和3年3月1日

－

－

－

－

⑨ 393,919,847 円

⑩

　減資額

　備考

　控除費用

(1)国庫納付額

(2)地方公共団体への払戻額

(3)その他民間等への払戻額

　国庫納付等の額

　
　納付等年月日

　納付年月日

　帳簿価額

　納付年月日

令和2年度の業務運営に関する計画において現物納付
を行うこととされたため

独立行政法人通則法第46条の2第1項に基づく国庫納付

③

⑧

　譲渡収入の額

　国庫納付等の方法

　不要財産となった理由

　資産種類

　資産名称

(1)取得価額

　納付年月日

(2)減価償却累計額

(3)減損損失累計額

(4)帳簿価額



Ⅸ．重要な債務負担行為

契　約　内　容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額

22,180,721,800 円 5,380,721,800 円

2,823,642,769 円 87,101,304 円

1,668,920,000 円 758,320,000 円

960,025,000 円 884,425,000 円

849,505,020 円 228,505,020 円

723,060,000 円 220,060,000 円

547,690,000 円 277,138,141 円

503,470,000 円 340,570,000 円

472,783,061 円 6,121,644 円

457,716,098 円 246,428,160 円

Ⅹ．重要な後発事象

　当該事項はありません。

レーダ７号機・８号機ミッション系２及び地上系システム２の開発
PFM（その１）/FM（その１）

レーダ７号機・８号機ミッション系２及び地上系システム２の開発
衛星実機モデル(FM)製作試験(その4)

レーダ７号機・８号機ミッション系２及び地上系システム２の開発
R78地上システム２製作試験

レーダ７号機・８号機ミッション系２及び地上系システム２の開発
R7維持設計１

2020 情報システム運用のための総合サービス業務

レーダ７号機・８号機ミッション系２及び地上系システム２の開発
Ｒ８維持設計

高精細航空機搭載合成開口レーダシステム

H30-35 高速計算システム(スーパーコンピュータシステム)の借入

レーダ７号機・８号機ミッション系２及び地上系システム２の開発
R７PFM２

ディープラーニング翻訳の高度化のための計算機資源の借入




